
平成21年財政検証における経済前提専門委員会の検討の経緯

【 第１回　平成１９年３月２日（金） 】

○　経済前提に関連する事項について

○　検討の進め方について

【 第２回　平成１９年１２月２７日（木） 】

○　諸外国の経済前提の設定等について

【 第３回　平成２０年４月２日（水） 】

○　新しい労働力推計について

○　各種の経済見通しについて

【 第４回　平成２０年７月９日（水） 】

○　新雇用戦略について

○　直近までの国民経済計算の実績等を踏まえた経済関係の数値について

○　議論の整理について

〔 第１回検討作業班　平成２０年９月１１日（木） 〕

〔 第２回検討作業班　平成２０年１０月３日（金） 〕

・　マンアワーベースでみた雇用者数の見通し（労働投入量）

・　全要素生産性（TFP)の上昇率

・　利潤率と実質金利

・　その他の指標

【 第５回　平成２０年１０月１７日（金） 】

○　検討作業班における議論について

○　積立金の運用と財政検証における運用利回りの前提について

【 第６回　平成２０年１１月１１日（火） 】

○　平成21年財政検証における経済前提の範囲について（検討結果の報告（案））

第1回社会保障審議会年金部会年金財政における経

済前提と積立金運用のあり方に関する専門委員会

平 成 ２ ３ 年 １ ０ 月 １ ４ 日
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